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1．研 究の 目 的 と背景

　 災 害 後 の 住 宅 再 建 は，被 災者 の 単 な るす まい 確 保策 で

あ るだ け で な く ， 生活 再 建 の 柱 で あ り地 域の 活 力 の 源 で

あ る こ とか ら，都 市 の 復 興 を考 え る上 で 最重 要 課 題 で あ

る とい える．災 害 時 に はそ の 後 の 住宅 再 建 が 困難 な 人 々

が相 当数発 生 す る こ とか ら，一定 量 の 住宅 供給 に 際 し行

政支援策が欠か せ ない の も近年の 各国 の 災害事例 共通 で

あ る．こ の 中で 阪 神 ・淡路大震災 後 の 公 的住宅 再 建支援

の 結 果 は ，自力 再 建 困難 層 を 「住 宅滅 失 → 仮設 住宅 → 公

営住宅 」 とい っ た単 線 的 な方策 に 集中させ た こ とへの 問

題 点が 既存研究等 で 指摘 され て い る
n2 ）．一

方で 口本の

多 くの 大都市が 抱 え るよ うに，人 口密集市街地 を襲 う地

震 は民 間 の 低 家賃 賃 貸 住 宅 ス トッ クを徹 底 的 に破 壊 す る

もの で あ り，同 時 に既 存 不適格 住 宅 の 再建 不備 の 問題 を

顕在 化 させ る．災害後 に は 必然 的 に こ れ らの 代替 とな る

住宅 ス トッ ク を用 意 す る こ とが必 要に な る の が現実 で あ

る．阪神 ・淡路 大震 災 で は 公 的 住宅 を望 む 被災者数が 3万

世帯を超 え，災害復興時の 住宅供給に 必要 な迅 速性 を勘

案 す る と，結果 と して 仮 設住 宅 ・公 営住 宅 の 大 量供 給 を

実 施 した こ とは不 可避 で あ っ た と も言 え る．
　 こ の 都市部 の 大規 模な 住宅被害は，主 と して 用地 不 足

とい う圧 倒的に 不利な制約 か ら，仮 設 住 宅や被災者用 公

営住 宅 を被災 地 内 に は建 設 で きず ， 多 くの 害1」合 を被 災地

外 に建 設 せ ざる を 得ない ．人工 島や 郊 外 丘 陵地 の 大規 模

仮 設 住 宅群 や 臨 海 部 の 復興 公 営団 地群 が そ れ で あ る．こ

れ らの 供給手 法は ，地 域 コ ミ ュ ニ テ ィの 崩壊や被災者の

避 難 生 活上 の 負 荷 の 増 大 ，地 域 再建 の 遅 れ に っ な が っ た，
こ とが指 摘 され て い る．

　 し か し なが ら，こ の 郊 外型 住宅 群 を含め た公 的 住宅供

給 に よっ て，被 災者 が どの 程 度地 理 的移 動 し た の か ，ま

た 地 理 的移 動 に 寄 与 した 要 因 は何 か にっ い て は，実 態把

握 を含め て 十 分 に解明 され て い な い ．阪神 ・淡 路 大 震災

以 降．地域 コ ミ ュ ニ テ 彳の 維 持 を 日 的 と した仮 設 入 房策

や，従 前 居住 者 を 主 と した 仮設 市街 地構 想 の 提 案 な ど課

題 解決 に 向 けた 動 き が あ る が，首都 直 下 地 震や 東 南海 ・

南海地 震 とい っ た 阪神 ・淡路大震災 を上回 る被害が 予 想

され て い る 我が 国 に と っ て ，あ る 程度の 地 理 的な住宅移

動 を包 含 し た計 画 を策 定 す るこ と は 最 善策 で は な い に し

ろ，現実 的 な課 題 と し て 取 り組 む 必 要 があ る．本 稿で は ，
阪神 ・淡路大震災の 都市部被害を題材 と して ，単線的方

策 に よ る被災者地理 的移動の 実態 を 明 らか に し，今後の

都 市 型 災 害 の 復 興 を考 え る 際 の 指 針 を 見 い だ す も の で あ

る ．

2 ．既存研究と 研究の方法

　阪神 ・淡 路 大震 災後 の 被 災者 の 住宅 移動 過 程 を扱 っ た

研究論文 は すで に 数多く存在する ．兵庫県生 活復興パ ネ

ル 調 査 の 研 究 報 告 （2001 ） お よび 木 村 ・林 ら （1999 ，
2001 ） の

一
連 の 研 究

3） 4）
で は，被 災者全 体を 対 象 と し て

半年後 ま で の 時 系列 の す ま い 種別 お よび被 災 した 揚 所 と

現 居 住地 の 移動に っ い て 分析 して い る．こ の 研 究 で は ，
す ま い の 種 別 の 変化 が復 興感 に もた らす影響 や，時間 が

被災 者 の す ま い に 対 して 及 ぼす影 響を 明 らか に して い る．
また こ の 中 で 住 居移 動 を行 っ た 大半 の 世帯 は，被災 した

揚 所 と同 自治 体 内 で の 移 動 に とどま っ て い る こ とが 示 さ
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れ て い る。また，復 興公 営 住 宅居 住 者 を対象 と した研 究

と して ，福留 ・立 木 ら （2003）5）
は 時 系 列 です ま い 種別

ご との 変化 を明 らか にす る と とも に，被 災 した場 所 と現

居 住地 間 の 距 離計算を行 い 心 理 的復 興 指標 との 関係 を明

らか に して い る．こ の 結 果 で は 復 興 公 営 住宅 居住 者 は先

の
一

般市街地被災者に 比 べ ，さ ら に 被災 し た場所 と 同 じ

自治 体 内に居住 す る率 が 高い こ とが 示 され て い る．

　本研究で は福留 ・立 木 らの 調査 研究 を発展 させ ，仮住

まい の 地理 的要素 を加 え た分 析 を行 い ，まず 現在 の 災害

復興公 営住宅 居住者の
一
連 の 地理 的な住宅移動過 程 の 実

態 を明 らか にす る．具 体 的 には，兵 庫 県 の 実施 し た公 的

住宅 供給施 策 とそ の 供給状況か ら，公 的住宅供給が被災

者 の 住宅移 動 に与 え る可能 性 と制約 条 件 を 考察 し，その

後 「兵 庫県 復興 公 営住宅 団地 コ ミ ュ ニ テ ィ調 査 」
6｝

（以

後 兵 庫 県 調 査 と略 す．表 1） の 結果 か ら，被 災者 の 仮 住

ま い，復興公 営住宅 ま で の 地 理 的移 動過 程の 実 態 を示 す，
さ らに，こ れ らの 移 動 過程 が被災 者 に及 ぼ す影 響 を明 ら

か に し，課 題 と問題 点 を見 い だす も の で あ る．
　兵 庫県調 査 に関す る研 究は，筆 者を含 め多数実施 され

て い る が
7） ，全 数調 査 で あ る点，15，000 世帯 を超 え るサ

ン プル が あ る，な ど抽 出率の 高さか らデ
ー

タ の 有用性 が

高 く　（表 2 ），よ り詳 しい 分析 を行うこ とは今後 の 研究

発 展性の 意義か ら し て も必 要 なこ とで ある．ま た本論 は

福 留
・立 木 らの 研 究 とは 論点 の 違 い が 明確で あ る こ とか

ら，同デ
ー

タ を 分析 す る こ と に よ る 論 文 の オ リジ ナ リテ

ィ を失 うもの で も ない と考 え る．

3 ．仮設住 宅 ・
復興公営住宅の 地域別供給実態

　阪神 ・淡路大震災の 全 壊世帯数お よ び 仮設 住宅 と復興

公 営住宅 の 建設 供 給数 に 関す るデータ
B｝　 9） LO）11） （兵庫 県

分 の み） を 用 い て，公 的住 宅 の 地 域配 分 が 被災者 の 住 宅

移 動 に与 え る影響 の 可 能性 にっ い て 考察 を行 う．
　表 3 は 地 域別 供給量 を 示 した も の で あ る ．地 域区分 は

復興公 営住宅 の
一

元募集時 に使 用 され た もの を使 用 した．
　ま ず金 壊 世 帯数 に 対 す る 仮 設 住 宅 の 建 設 数 割 合 を 見 る

と，兵庫県全体 として 27％ の 供給 量 で あ り，これ を仮 設

住 宅 供 給 平均 率 と設 定 す る ．地域 別 に 見 る と，神 戸 市西

部 （兵庫区 ・長m 区 ・須磨 区 ・垂 水 区）で は 10％で あ り

供 給 量 の 低 さが 日立 っ ．神 戸 市 に つ い て 区別 に見 る と．
被害甚大 地域で あ っ た長 田 区 （2 ％），兵庫区 （4 ％），
灘 区 （5 ％）が 低 く な る．供 給 量 は 被災 地 お よ び 隣接地

区 だ けで は 不足 し，最 終 的 に 播 磨 等，大 阪府 等 まで 供 給

圏域が拡大 した．
　 次 に 復 興 公 営住 宅 （平成 9 年供 給 見込 時 点） の 建 設 数

割合 を見る と供給平均率が 22％で あ り，神戸市東部，西

部 ，阪神 南 （尼 崎 市 ・西 宮 市 ・芦 屋 市） 地 域 で 低 い 率 と

な っ て い る，これ も仮設同様，隣接地域 と合わせ て 20％
強 を達成 して い る．

　 こ の 中で 特徴的 な 点 は，神 戸 市 西 部に つ い て 仮設 住宅

数 よ り復 興 公 営住 宅 数 が 上 回っ て お り，他 地 域が ほ ぼ同

数 ま た は減 少 して い る こ と と比較 す る と，復 興公 営 住 宅

の 建設 段 階で 被 災地 域 内 で の数 を 少 しで も 増や そ う と努

力 した 結果 で あ る とい え る．

　 ま た復興公 営住宅 の 建 設 の 中で，北神 ・三 田 （神戸市

北 区 と三 円 市）や西 神 ・明石 （神戸 市西 区 と明 石 市） に

5，200戸 の 住宅供給が 計画 され て い る 事 実は，こ の 時 点で

被災 地 外 で の す ま い の 再建 を余儀 な くされ る被災 者 の 存

在 を数字 上設 定 して い る こ とにな る．

　　　　　 表 1 　兵庫 県調 査の概要

表 2　兵庫県調査 が対象に した復興公 営住 宅

対象　　対象
地 　 　

一 黔 回収率
供給状況
（平 成12年 ）

抽出率

神戸市 東灘 区 23　 1，7211 ρ3560 ．1％
灘 区 25　 2，3901 β5456 ．7％

中央 区 苫8　 2，4291 ，43359 ．0％
兵庫 区 32　 t57083353 ．1％
長 田 区 68　 2，8171 ，56055 ．4％
須磨 区 18　 1，5891 ，00463 ．2％
垂水 区 10　 2，3911 ，43960 ．2％

西 区 8　 1，9991 ，31966 ．0％
北 区 9　 　 74551368 ．9％

小 計 211176511049059 ，4％ 2フ．32738 ．4％
尼崎市 14　 L6061 ，04665 ，1％ 2，57140 ．7％
西宮市 20　 2，6391 ，76767 ．0％ 4．64938 ．0％
芦屋市 9　 106773669 ．0％ 133555 ．1％
伊丹市 9　 　 97165267 ，1％ 113744 フ．5％
宝塚市 12　 　 72843559 ．8％ 1，04541 ，6％
川 西 4　 　 57639869 ．1％ 938424 ％

三 田市
・
篠 山市

播磨等

3　　 351
10　　 84126251274

．6％
60．9％ 1，98838 ．9％

淡路 地域 31　　 90857363 ．1％ 91063 ．0％
不 明 208
合計 32327 、33817 ，07962 ，5％ 42，13740 ．5％

表 3　 地 域 別仮 設
・復 興公営住 宅 供給 量

住 宅被害 仮設 住 宅 復興公 営住宅

全 壊恒帯 小 計 戸数 小 計 ／被害 供給 見込 ／被 害

神戸市東灘 区

　　 　灘 区

　　 　中央区

20，57519
，4129
、41049

．3973
．883

　9863
，7968

．6650 ．188 ．4000 ．17

兵 庫区

長 田 区

須 磨区

垂 水区

1513？629
，刀 511

β971
，72858

．7766546472
，1252
，3085

，7340 ．108 ，8000 ，15

神 戸市北 区

三 田 市

39
三3995

、8382446．08215 ．21 ，80045

神 戸 市西 区

明石市

　64042394
，8798

、9418569．7972 ．03 ．4000 ，7

尼 崎市

西 宮市

芦 屋市

11ρ3434

ρ42772252．フ982
．2184
．9012
、90010

．0190 ．196 ．8000 ．13

伊 丹市
宝塚市

川西市

2，4345
，541

　659a6346601
，5646202，8440 ．332 ．7000 ．31

淡路島 3．4663 ．4661 ，6731 ．6730 ．489000 ．26
播磨等 26 一 2．4162 ．416 一 500 一
大阪府等

一 一 1．0701 ，070 一 一 一

合計 178，375178 ，37548 ，30048 ，3000 ．2738 、6000 ．22

注）平成 L2年3 月20 現在 　阪神 ・淡路大震災の 被害状況 （兵庫県発表） を参考に作成
た だ し神 戸 市に っ い て は 、区別 全壊 世帯数が不 明 なため、神戸市直興誌 〔2000〕 に G
ける 「神戸 市各区の 人的被害 ・建物被害．1
て 案分 した 概数で ある．

（平成 T年 12月時点 ｝の 区別被害棟数によっ
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　 こ の 結果 か ら，  仮 設 住宅 の 被災地 外 建設 に よ り復 興

公 営住 宅 の 被 災地 内 建設 が可 能 に な っ た 面 が あ る こ と，
  公 営住宅建設 の 地域配分決定段 階で ，被災地 内再 建，
郊外で 再建す る人の 割合は あ る程度予 測で きた こ と，が

特 徴 と して あげ られ る．こ れ が被 災者 の 住 宅 移 動 に及 ぼ

す影響 と して は，  被災 した 場所 か ら仮設 住宅，復興 公

営 住 宅 へ の 移 動 はお お む ね 自治 体 内 また は 隣接 圏域 内で

閉 じ る こ と が で きる 可 能性が ある （移動距離最短 圏域 の

設 定 可能 性 ），  神 戸 市居 住 者 につ い て は，北 区 ・西 区

の 仮設経 由後 に被 災場 所の 復興公 営住宅 に 戻 る 人 が多 く

な り，移 動 距 離 が 長 くな る ，   被 災 した 場所 か ら離 れ た

復興公 営住宅 に居 住す る被災 者が北区
・西 区に存在す る，

こ と が 挙 げ られ る．今 後 は ，実態 と して ど の 程 度     

の よ うな被災者 移動 が存在 す るの か を明 らか に す る

4 ．復興 公 営住 宅居 住者の 住宅移動の 実態

　災害復 興公 営住宅居 住者 が どの よ うな地 理 的移動 を行

っ た の か を明 らか に す る た め に，兵 庫 県調 査
a）結 果 を用

い て 分析を行 っ た ．回収で き た 有効調 査票 か ら，従前居

住 地 の 住所 （市 区 レ ベ ル ） お よび 震 災後 1 年 後 の 居住 場

所 （市区 レ ベ ル ） が確認で きた もの （8370 票）を抽出 し，
それ ぞ れ の 段 階 の 居住 割 合 を ，

一
元 募集 時 の 地域 区分 で

示 した もの が 図 1 で あ る．こ の 結果は 先 の 考 察 を裏付 け

る も の で あ り，神 戸 市以 外 の 地 域 に つ い て は 「被 災 した

揚 所
一
仮設 住宅 一

復興公 営 住宅」 の 移動過 程 は ，お お よ

そ地 域 区分 圏 内 で あ る こ とが わか る．また 郊 外 の 復 興 公

営住宅 に 居 住 し て い る 人 は，お お む ね 同地 域区 分の 仮設

住 宅 か ら移 転 して きた人 で あ る．こ の 結果 か ら仮設 住 宅

の 入 居 場 所が そ の 次 の 段 階で あ る 復興公 営 住宅 の 入 居 先

を地 理 的 にあ る程 度制約 して い るこ とが見 て取 れ る．
　 次 に 多 くの 人 が 区 域 を越 えた移 動 を行 っ て い る神 戸 市

に っ い て 住宅被害の 甚大で あっ た 6 区 （東灘 区 ・灘 区 ・

中央 区 ・兵 庫区 ・
長 田 区 ・

須磨 区）の 被災者 を抽出 し，
彼 らの 移動変遷 を詳 し く分析 し た （5428 票）．なお 垂水

区に つ い て は 全壊 世 帯 数や 復 興公 営住 宅 供給 数 の 特徴 か

ら，北 区 ・西 区 と同 じ地域 と して 扱 っ た．

（1）　神戸市 東部 3 区 （東 灘 区 ・灘 区 ・中央区 ）

　被災場所が 東灘区 で あっ た居住者 の 移動変遷を示 し た

もの が 図 2 で あ る．同 区内 お よ び 隣接 区に 73％ の 世 帯 が

仮設住宅 を確保 し て い る もの の ，垂水 区
・西 区

・
北区へ

も 27％が 移 動 し て い る．復興 公 営 住 宅 に つ い て は 76％ が

隣接 区 を含 めた 地 域 に 居 住 して い る が，被災 地外 で あ る

垂 水 区 ・西 区 ・北区 に 残 っ た 人 が ，仮設 時に そ の 地 域 に

居 住 して い た人 の 40％，全体 の 14％ に達 して い る．灘 区

（図 3 ） ・中央 区 （図 4 ） も，東 灘区 と ほ ぼ 同 様 の 傾 向

が あ る．

　神戸市東部 3 区は 住宅被害が甚大 で あ っ た が，公 的用

地確保 が 可 能で あっ た 人 工 島が あ り，東灘 区 ・中央 区で

大 量 の 仮設 住宅 が供給で きた こ とや，灘 区 ・
中央 区の 臨

海 部 の 工 場 跡 地 等 に 公 営住 宅 群 を 建 設 で きた こ と か ら，
被災地 内 に公 的 住宅 を供給 で きた地 域で あ る．そ の た め

旧居 住 者の 7割程 度 を 圏域 内で こ な す こ とが で き て い る．
一

方 で ，お そ ら く地 域 内需要 分 とほぼ 同等 の 供 給 量 が確

保 で き な が ら も，3 割程度 の 人 が 圏外 で の 居 住 を し て い

るの も実態 で あ る．こ の 理 由 と し て は，仮設 住 宅 ・復 興

公 営住 宅 の 入 居者 選定 時 の 弱者 優 先入 居策 や公 営 住宅 と

図 1　 復興 公 営住 宅居 住者の 地理 的移 動過程

（1年後 に 仮 設 住 宅に い た居 住 者，N≡ 83ア0）

図 2　 東灘 区被 災 者 の 移動 過程 （N＝829＞

図 3　灘区被災者の 移動過程 （N＝1014）
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い う特性 上公 平 性 を最 低 限担 保 す る こ とが必要 で ある こ

と，とい っ た 点が 影響 し て い る と 考え られ る．

（2）　神戸市西 部 3 区 （兵 庫区 ・長 田区 ・須磨区 ）

　被災 場所 が兵 庫 区 で あ っ た居 住者 の 移動 変遷 に つ い て

示 した もの が 図 5 で あ る．仮設 住 宅 の 居 住 場所 が 区内 お

よび 隣接 区を含 めて も 22％ しか 確保 で きず，垂 水 区 ・西

区 ・北区で 62％，さ らに市域を越 え た場 所 に 10％が 移 る

こ とを余儀 な く され て い る．一方 で 復 興公 営住 宅 にっ い

て は 52％が兵 庫区お よ び 隣接 区で 確保 で きて い るが．被

災地 外で あ る 垂 水 区 ・西 区
・
北区 に も仮設か ら継続 し て

居住する人 が 52％，全体 と して も 38％となっ て お り，神

戸 市東部 よ りも高い 割合 とな っ て い る．こ の 傾向は お お

む ね 長 田区 （図 6 ） ・須 磨 区 （図 7 ） の 居 住者 と同様 で

あ る．
　神 戸 市西部 3 区は 被害 甚 大な 地 域 で あ り，さ ら に 公 的

住 宅供 給 用 地が 圧 倒 的 に不 足 し，特 に仮 設 住宅 にっ い て

は 最低限 の 量 しか 確保 で き ず，多 くの 居住 者が 区外 の 仮

設 住 宅 を選 択せ ざるを得 なか っ た の が 実態 で あ る．一
方

で 火 災被 害 等 が あ っ た た め 大規模 な都市 計画 事 業が な さ

れ，大 規 模な 高層 の 復興 公 営住 宅 団地 を被災 地 内 に 供 給

する こ とや，民間の 小規模集合住宅を借 り上 げ ・買い 取

り制度 を用 い て 復 興公 営住 宅 と して 活 用 した こ とに よ り，
仮設住宅 の 数よ り は 区 内に 復興公 営住宅 の 量 が確保で き

た地 域 で あ る．

　 ま とめ る と神戸市西部居住者の 移動過程は お お む ね 7

割 の 被 災者 が 被 災地 の 外 で の 仮 住 まい を行 い ，そ の 後 6

割程度 の 人が 圏 内で 復興公 営住宅 に 居住 して い る．しか

し 4 割前 後 の 人 は 垂 水 区 ・西 区 ・北 区の 復興 公 営 住宅 へ

と移動 して お り，東 部 に 比べ る と戻 り率 が低 い の が特 徴

で あ る

（3）　 区 ご との 復興公 営住宅供給量の 評価

　 それ ぞ れ の 区 の 復 興 公 営住 宅居 住 者 が どの よ うな被 災

場所の 構成 になっ て い るか を明 らか に した もの が 表 4 で

あ る．また，表 5 は そ れ ぞれ の 区 の 被 災 者 が どの く らい

の 割 合 で 各 区 の 復興公 営住宅 に 移転 した か を明 らか に し

た もの で あ る．
　 表 4 か らは，東灘 区 ・長 田 区 で は被 災 した場 所 と同 じ

区，つ ま り東 灘区 の 復興 公 営住宅 は東灘 区の 被災 者 で 占

め る割合が 高 く，長 田 区の 復 興 公 営住 宅 は長 田 区の 被災

者 で 占め る 割 合 が 高 い こ とがわ か る．し か し，図 2 ・図

6 の 結果か らす る と，東灘区以 外 の 復興 住宅に居 住 し て

い る東灘 区被災 者 も多 数 存在 して お り，長 田 区 も 同様 で

あ る．被災 した 場所 と同 じ 区 の 復興公 営住宅 に 居住する

こ とを是 とす る と ，
こ の 2 区 につ い て は ， 同 区 内 の 復興

公 営住宅 に 入 りた く と も公 営住宅 の 数が 少 な い と い う需

要過 多状 態 とな っ てい る こ とが考 察 され る．

　中央 区 の 復興公 営住宅 に っ い て は 他区 か らの 移転者の

割合 が 高い 結果 とな っ て い る．しか し，表 5 に よ り巾央

区 被 災者 の 同 区 居 住率 が 57．3％ に 留 ま っ て い る．これ は ，
巾央区で は あ る 程 度の 復 興 公 営住 宅 の 数が 確保 され て い

る もの の ，巾央 区被 災者 が 中央 区 の 公 営住 宅 に 思 っ た ほ

ど入 居 して い な い こ とが示 され て い る．中央区 は ，他 区

に 比べ 利 便 性 の 高 い 場所 に復 興公 営 住宅 が 供 給 され て お

り，入 居 時 の 抽 選 信率 も高 くな る傾 向 が あっ た．そ の 結

果，他 区 に 比 べ て 中央区被災 者が 戻れ る 率 が 低 くな っ た

こ とが考 察 され る ．こ れ らは被 災 者 の 選 択行 動 と公 営住

宅入居 時の 優先順 位 な ど運 用 の 結 果 で あ り，被 災 した場

所 とい う属 性 が入 居 時 に あま り考 慮 され て い ない 実態 を
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図 4 　中央区 被災者の 移動過程 （N・640）

図 5　 兵庫 区被災者の移 動 過程 （N＝822）

図 6　長田 区 被災者の 移動過程 （N＝1513）

図 7 　 須磨 区 被災者 の 移動 過 程 （N＝ 610）
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表す もの で ある．
　
一

方，被 災地 外 の 垂水 区 ・北 区 ・西 区の 復 興公 営 住 宅

は ，兵庫 区 ・長田区 ・須磨区の 被災者 の 割合が 70％を 超

え て い る．市外 の 復興公 営住宅 に 移転 した 神 戸市 被災 者

は，お お む ね 10−20％程 度で あ り，それ ほ どば らっ きが

な い ，
　 なお こ の 分析 にっ い て は 区単 位 で マ ク ロ 的 に 見 て い る

が，さ らに 復興公 営住宅 の 利便性や機能 とい っ た個別立

地 条件 や募 集 時 の 倍 率結 果 を鑑 み て 分析 を加 え る こ とが

必要 で あ る．

5 ．被災者の 移動過程 を規定する要 因の考察

　 これ ま で の 分析 か ら被災 した 場所 が 神戸 市東部 の 人 と

神 戸 市西 部 の 人 で 移 動 変遷 の 特 徴 の 違 い が見 られ る こ と

が 分か っ た．そ こ で，兵庫県調 査
6）

の 結果 を用 い て こ れ

らの 移動 過 程を規 定す る要 素にっ い て 分析を行 っ た，

（1）仮設 住 宅移動 過 程

　ま ず，仮 設 住宅場 所 決 定 に属 性 条 件が どの 程度影 響 を

及 ぼ して い るか を 明 らか にす る．そ の た め神 戸 市 東部 と

神 戸 市西 部 そ れ ぞ れ，同 じ 圏域 内 の 仮設 住宅 に 移動 した

グル
ー

プ と垂 水 区 ・北 区 ・酉 区 へ 移 動 した グル
ー

プ 間 の

属 性 データ に 関す る 統 計 的有意 差 を求 め た （X2 検 定）．
結果 表 6 の よ うに な り，回答者年 齢 につ い ては 双 方 とも

統 計 的 に 有 意 な 値 を示 し た．回 答者年 齢 は 必 ず し も世帯

主 とは 限 らない もの の ，平均的な年 齢分布 を代 表 し て い

る の で，グル
ープ 間の 差 と して 捉 え られ る．こ の 結果 か

らは，回答者年 齢が 低 い ほ ど．垂 水 区 ・北 区 ・西 区 の 仮

設 住宅 が選 択 され て い る とい う結果 とな っ た．ま た 東部

に つ い て は ，垂 水 区 ・北 区 ・西 区 へ 移 動 した 人 は やや 家

賃 階層 が 高 くな っ て い る．ま た西部 に っ い て は 同 居 家族

数 が 多い 階層で は ，垂 水 区 ・北 区 ・西 区 へ 移 動 し た 率 が

や や 高 い とい う結 果 が示 され た，さ らに 垂水 区 ・北 区 ・

西 区 に移 っ た人 は ，従前 が 借家で あ っ た 人 が や や 多い の

と，住宅被害で 全 焼で あっ た人 の 割合が 相対 的に低い と

い う結果 とな っ た．人的 被 害 ・回 答者 職 業 につ い て は 統

計的 に 有意 な差は 得 られ な か っ た．
　 こ の 結 果 か ら は，垂水 区 ・北 区 ・西 区 とい う仮 設 住 宅

に 移動 し た 階層 は，東部か らは 比 較的従前家賃が高く若

い 世代 の 割 合 が 高 い 点 で，ま た 西 部 で は世 帯人 数 が 多 く，
若 い 世 代 の 割合 が高 い 点 で，多少 性 質が異な る も の の ，
双 方と も早 期の 生 活 再建 を志向す る こ とが 可能 な階層 で

あ っ た こ とが考察 され る．

表 4　復興公 営住宅住所 × 被災 した 場所 （区 別）

　 　 （復 興公 営住 宅 を 100 と して，N＝5428）

復興公 営住宅 東灘 区 灘区

被災した場所

中央区 兵庫区 長田 区 須磨区 対象数躡
東灘 区

　灘区

m15
，5囃鑼鑼

12．1覧 2．3％
8．9％

2．〔跳
3、1％

1．1％
23 ％

0，5％
0．8％

556740

中央区 7，7％ 19，8％ 146％ 9．4％ 3．1覧 808
兵庫 区

長田区

須磨区

3．5％
O．5％
t8％

5．1％
1．0％
3．2％

37 ％、
14％
4．1％

5，3％
9，3％

22．7％

35．9％

3，2％
3，3％

374627562

垂水区 ・北区・西 区

　　　　　　　　市外

7．8％
21．6％

12．7跖
15．7％

8．1％
10．6％

20．7％
16．1％

34．1％
22．0％

16．6％
14．0％

1525236

表 5　 復 興公 営 住 宅住所 x 被 災 した 場所 （区 別 〉

　　　 （被災場所 を 100 と して ，N；5428）

復興 公営 住 宅 東灘 区 灘 区

被災 した場所

中 央 区 兵庫 区 長 田 区 須磨 区

東灘区
箏胛慝　　　　　　脾
蠶瓢．．師． 6．6％ 2，0％ 1．3％ o．4％ 0．5％

灘区 13．9％ 10，3％ 2．8％ 1．1％ 1，0％
中央区 7．5％ 15．8％鑼 14．4％ 5．0％ 4，1％
兵 庫区 1．6％ 1．9％ 2．2％ 5．6％ 2，0％
長 田区

須 磨区

0．4％
1．2％

0．6％
1．8跖

t4 ％

3．6％
4，0％
6．3％

　　摩

13．4％
3，4％

垂 水 区 ・北区 ・西区

　 　 　 　 　 市外

14，4％
62％

19．1％
3．6％

19．2％
3．9％

38．4％
4．6％

34．4％
3．4％

　．巾．肖．
41．5％
5．4％

合計 82910146408221513610

従前住居所有形態

　 　 　従前家賃

　 　 　 住宅被害

　 　 　人的被害

　 　 同居家族数

　 　 回答者年齢

　 　 回答者職業

　 　表 6 　 仮設 住 宅移勳 に 及 ぼす影 響 の 分 析

　 　 　 　 　 　 同圏域内　× 垂水区・西区・北区

デ
ー

タ　　　　 神戸市東部　 神戸市西部

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ＊

＊

料

＊＊

借家の人が外へ

高い 人が外へ

全焼のひとは圏内

＊＊　　 多い 方が外 へ

＊ 　 　 若い 人は外 へ

（＊＊ ： α ＜ 0．01
，

＊ ； α く 0．05）

　　　 表 7 　 公 営住 宅 移 動 に 及 ぼす影響 の 分 析
　 　 　 　 　 　 　 同圏域内　X 　垂水区・西 区・北区

属　データ　　　　 神戸市東部　　神戸市西部

従前住居所有形態

　 　 　 従前家賃

　 　 　 住宅被害

　 　 　 人的被害

　 　 同居家族数

　 　 回答者年齢

　 　 回答者職業

　公 営住宅居住年

公 営 申し込み 回数

　 　 現 在の 家賃

＊＊

＊

＊＊

＊

料

林

＊

＊＊

料

淋

高い 人が留まる

無事な人が留まる

多い人が留まる

高い人が留まる

留まる人は早い

留まる人は少ない

留まる人は低い

（＊＊ ： α く 0，01，＊ ： α ＜ 0．05）

（2）仮設住 宅後 の 移 動過 程

　 こ こ で は．神 戸 市 の 移動 過 程で 特 徴的で あ る 垂 水 区
・

北 区 ・西 区 の 仮設 住 宅 に 居 住 して い た 世 帯 を 対象 と して ，
復 興公 営 住 宅 の 移 動 にあ た り， も との 圏域 に戻 っ た もの

とそ の ま ま 留ま っ た も の と の グル
ープ間 の 差 を 見 る こ と

で，典型 的 な移 動パ ターン を規 定す る要 因 につ い て 考 察

す る．
　 こ れ も神 戸 市東部 被災 者 ・西部 被 災者それ ぞ れ に っ い

て ，垂水 区 ・北区 ・西 区か ら被災 し た 区の 圏域に 戻 っ た

人 と留ま っ た人 に つ い て ，属性 データお よび 復 興 公 営住

宅 入 居に 関す る 諸デー
タ を用い て X2 検定 を行 っ た （表

7 ）．こ の 結果 か ら は，東 部 ・西 部共 通 の 特 徴 と して ，
従 前家賃 の 高い 人が 垂水 区 ・北 区 ・西 区 に やや 留ま る 傾

向 が あ り，ま たそ れ らの 人 は早 い 段 階 に 公 営住 宅 入 居 し，
申し 込 み 回数も比 較す る と少な い ，とい う点 が示 され た．
一

方 東 部 で 顕 著 に現 れ た特 徴 と し て は ，回答 者年 齢 が 高

い 人 ほ ど，垂水 区 ・北 区 ・西 区 に 留 ま る率 が，圏域 に 帰

っ た 人 に 比 べ る と高 くな る こ と，人的被害 の 大 きい 人 が

帰 り率 がや や 高い こ と，が挙 げ られ る ，西 部 で 顕著な 特

徴 は，同居 家族数 が多い ほ ど留 まる こ とが挙 げ られ る．

　 こ の 結 果 か らは，東 部 か ら垂 水 区
・北 区

・西 区 の 仮 設

に入 乕 し た層 は，仮 設 住 宅の 揚 で 生活 再 建を早 々 に組み

立 て 始 め た若 年層 ，多 少 の 困難 を乗 り越 えて で も被 災 し

た場所 圏に 帰還 し た い と い う高齢層，こ の 場で あ る意味

あ き らめて 生 活 再建 す る層 ，とい うこ とが 見 え て く る．
一方 西 部は，多少東部 とは 異 な り，それ ほ ど帰る 層 と留

ま る層 の 明確 な要 因 は 見え て こ なか っ た．
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6 ．移動パ ターン が被災者に与える影響に 関する

考察

　 こ こ で は 仮設 一
復興公 営 住宅 の 移動 パ タ

ー
ン が被災者

の 意識や 行動 に影 響を及 ぼす か ど うか につ い て分 析す る．
神 戸 市被災 6 区 の 被 災者 の 移動 パ タ

ーン を A ： 留 ま り型

（圏域 間移 動），B ： 出戻 り型 （圏 域外→圏 域内），
C ： 仮 設現 地型 （圏 域外 一仮設 の 同 区） と して 定義 す る

（抽出可能デ
ー

タ 4362 票，表 8 ）．

　兵庫県調査 の 既存研 究 で は，調査 結果か ら 「生活 復興

感指標 」　 「生活 再 適応感指標 」　 「か らだ の ス ト レ ス 指

標1　 「こ こ ろの ス トレ ス 指標」 とい っ た 心理 的尺 度 を構

築 して い る．こ れ らの 指標 をパ タ
ー

ン 別 に どの 程 度 差 が

あ る か を分析 し た．そ の 結果，い ずれ も統計的 に有意 な

差 は 見 られ な か っ た （α ＞O．　05）．一一
方 コ ミ ュ ニ テ ィ に 関

す る指 標 で あ る 「地 域 活動 参 加 度 」 「近 所 づ きあ い 度 」

の 構築 も行 っ て お り，これ らに っ い て 分 析 した 結果，一

元分 散 分 析 で有意 な結 果 を得 る こ とがで きた （「地域 活

動 参 加 度 」 F＝13．780 α
＝0．000，　 「近 所 づ き あ い 度 」

F＝16，322 α
＝0．000）．こ の 結果 か らA ・B パ タ

ー
ン に 比

べ C パ タ
ー

ン に お い て 活動が活発 で ある とい う結果を示

した．た だ しこ の 結果 は 復興 公 営住 宅団 地 の 立 地 場所 毎

の 分析傾向 と同等で ある こ とか ら，必 ず し も移動パ タ
ー

ン が 導 き 出 した とい え る もの で はな い と考察 され る．

　東部被災者 と西部被災者に つ い て 同様 の 分析 を行っ た

結 果，東 部 被 災者 につ い て はす べ て の 指 標 に つ い て統 計

的 な有意差 が現れ な か っ た．西 部被 災 者に っ い て は ，
「生 活 再適応 感指 標 」　 （F＝4．525，α

≡e．ell），　 「地 域活

動 参 加 度 」　 （F＝12．386，α
＝0．000），　 「近 所 づ き あ い

度」　 （F＝19．676，α
＝0．000） に つ い て 統 計 的に 有 意な 差

が 生 じ，パ ターン に よる 違 い が生 じて い る．　 「生活 再適

応感指標」 に つ い て は ，A パ タ
ー

ン に っ い て の み低 くな

っ て お り，B ・C パ ターン に 比 べ 生 活 に 対す る 再適 応 が

実は 進 ん で い ない と い う結果 が 示 され た．また 「地 域活

動 参 加 度」　 「近所 づ きあい 度 」 に っ い て は ，い ずれ も C
パ タ

ー
ン で 活 発 で ある とい う結果 となっ た ．こ れ ら の 結

果 か ら見 る と，西部 被災者 の 方 が よ り移 動パ ターン に よ

る影 響を受 けた こ とが 指摘 で き る が，上記 同様立 地場 所

等 と の ，よ り詳 細な分析 が 必 要 で あ る．な お 東 部 被災 者

と西 部 被災者 間 で の そ れ ぞれ の 指 標 にお け る差 は 見 られ

なか っ た．
　 ま た ，公 営住 宅 を 選 択 し た 理 由に っ い て 回答 し た 結果

をパ ターン 別 に見 る と表 9 の よ うに な っ た．A ・B パ タ
ー

ン が 生活利便性や被災し た場所の 環境 に 重点 を 置い て

選 ん で い るの に対 し て ，C パ ターン は 「他に行 く と こ ろ

な し」 と の 率が A ・B パ タ
ー

ン に 比 べ て 非常に 高 くな っ

て い る．た だ，こ れ ま での 分 析 を 踏ま え る とC パ ターン

は 被 災 した 場所 を離れ，仮設 住宅 生活 で ある 程度そ の 地

域 にお け る活動 を構 築 し，す まい の 確 保 を最優 先 で 行 っ

た 結果 と し て ，現 在 の パ タ
ーン に 落 ち着 い て い る と い う

ス ト
ー

リ
ー

が 妥 当で あ る とい える．
　 選択 理 由に つ い て の 神 戸 市東 部 と神 戸 市 西部 の 違 い に

つ い て み た もの が表 10 で あ る．大 き な差がある の は，A
パ ターン にお い て 「生 活 に便利 だ か ら」 にお い て 西 部 が

高 くな っ て い る 点，B パ ター
ン に お い て 「家賃が安 い か

ら 1 が 東 部 の 方 が 高 くな っ て い る 点 ，C パ ターン に お い

て 「親類 が近 く に い る か ら」 が東部の 方 が高 く な っ て い

る点で あ るが ，こ の 結果 か らは東 西 被災 者の 移 動 パ タ
ー

ン と の 関係 性 は あま り見 えて こ な い ．

表 8　被災場所別　移動パ タ
ー

ン の 割合
被災場所

東灘 区 灘区 中央区 兵庫 区 長田 区 須磨区 合計

A ：留まり型 3915103801442251141764
B ：出戻 り型 146176292364921621241
C・言　 地型 110163992974762121357

合計 64784950867711934884362

A；留まリ型 604 ％ 60．1％ 74，8％ 21．3％ 18．9％ 23．4％ 40．4旡
B ：出戻り型 22．6％ 20．7％ 5．7％ 34．9％ 41．2％ 33．2％ 28，5％
G仮 設 現 地型 17．0％ 19．2％ 19、5％ 43．9％ 39．9％ 43．4％ 31．1％

表 9 　 パ タ
ー

ン 別　 公営住 宅 へ の 入居 理 由 （複数回答 ）

一 一
Q13−1 建物 や部屋が気に入っ たから

Q132 支援サ
ー
ビスが気に入 っ たから

Q13ρ 家賃 が安いから

Q13」 昔住んだ地域に 近いから

Q13．5 友人が近くにいるから
Q13．6 親類 が近くにいるから

Q13丿 生活 に便利だから

Q13−S 通院するた め に便利だ か ら

Q13−9 通勤 するために便 利だから

Q13」0 通学教育の ため

Q13−11 他に行くとこなし

Q1312 　 の 他

16．14
．538
、349
．313
．912
．D35
，121
．810
．64
．131
．49
．6

12．73
．02S
．750
．813
、415
．935
．421
．711
．62
．027
．311
．4

20，5
乱627
．52
．44
．116
．31D
．28
．64
．93
．056
．413
．i

表 10　東西 別 ・パ タ
ー

ン別 　入 居 理 由

6911591

、3491
、4644476061

，1467393811321

，5964714

，190

東部 西 部
ヌ A B C A B C

115 ，814 、221 ．216 ．812 ．120 ．2
24 ．83 ．04 ．23 ．73 ．03 ．3
339 ．338 ．031 ．535 ．825 ．126 ．0
448 ．450 ．12 ．251 ．751 ．12 ．4
513 ．212 ．83 ，615 ．913 ．64 ．3
612 ．413 ．921211 ．116 ．614 ，5
731 ．930 ．99 ．543 ．737 ．210 ．5
821 ．218 ．48 ，423 ．623 ．08 ．8
910 ．414 ．85 ．311 」 10．34 ．8
104 ．53 ．01 ．43 ．11 ．63 ．5
1132 ．332 ．D51 ．528 ．825 ．458 ．2
129 ，413 ．615 ．610 ．010 ．612 ．2

7 ．仮住 ま い 空間供給 の 経緯

　 こ こ ま で の 分 析 結果 は，仮設 住 宅 及 び 復興 公 営 住 宅 の

建 設 地 が 被災者 の 移動 過 程 に 与 えた影 響に つ い て 言及 し

て き た もの で あ る が ，こ こ で 仮 住ま い の 空 間配 置 が な さ

れ た経 緯 にっ い て ，参考 資料
8 〕

か ら記 してお く．

　仮設 住宅 に っ い て は ，本来は 市町 村長に 権限 委 任が行

われ 実 施 され るが，阪神 ・淡 路大震 災 の 場 合 は，大量 の

応急仮設 住宅 の 建 設及 び 広 域的な視点 で の 建 設 の 必 要性，
さ らに緊 急 時に市町 が 対応 す る の は困難で あ る た め，兵

庫県が 自 ら応 急仮設 住宅建 設に 取 り組 ん だ．建 設場所に

っ い て は，  被 災地 に利 用 で き る空 間 が 限 られ て い た こ

と，  激 しい 交通混 乱 が応 急 仮設 住宅 工 事 の 遅延 の 大 き

な 要 因 と な っ て い た こ と，  被災者の
一

日 も早 い 避 難所

か らの 移 転 が求 め られ た こ と，  イ ン フ ラ対 応 の 面か ら

被害の 小 さい 地域 で の 建設 ，  恒 久住宅用 地 の 確 保 を困

難 にす る，な どの 理 由か ら，郊 外 地域で の 大量 建設 もや

む な し と判 断 し た と記 され て い る．結 果 的 に 地 震 か ら 2

ヶ 月 弱 で 約 3 万 戸，半 年 で 4 万 7 千戸 強の 建設 を完了 し，
被災者に 供給 し て い る ．
　 復 興公 営住宅 にっ い て は，兵 庫県 が 平成 8 年 7 月 に 示
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した 「ひ ょ うご住宅 復興 3 力 年 計 画 （改 訂版）」 にて 県

内 に 38600 戸 の 供 給 を 行 うこ とが 記 され て お り，県営住

宅 ・市 営住宅 お よび，公 団借 り上 げや 民 間買い 取 りな ど

さま ざま な方法を駆 使 し，被災 市街 地 に 約 7 割 を確 保 す

る こ と が で き た と記 され て い る，こ れ らの 供給 に 際 し，
  大 規模 被 災 地域 で は 建設 適 地 が 特 に少 な か っ た，  早

期 に 着工 し
一定規模以 上建 設 する た め に あ る程度 の 広 さ

が 必 要 で あ る こ と，  小規 模 分 散 配置 は，住宅 を安 く，
大 量 に ，短 期間に 供給す る こ と と は 相反 す る，  都心 部

は用 地 取得 に要す る費用 が 高い ，  将 来 にわた る維 持 ・

管理 経費の 問題，な どか ら，大 規模な住宅 団地 が 中心 に

なら ざるを得 なか っ た，と記 され て い る．

　 こ れ らの 経緯 をふ ま え分析結果を鑑 み る と，空 間的 な

供 給 方 法 に つ い て は，阪神 ・淡 路 大震 災 の 手法 は 限界 的

な手 法 を講 じて い る とい え る．た だ，こ れ らに よ っ て 発

生 す る で あ ろ うと 予測 され た 多 くの 課 題 に つ い て の 十 分

な フ ォ ロ
ーが十分に な され な か っ た 点 は 反省点で あ り，

ま た そ の 後 の 研 究や 調 査 で 指 摘 さ れ て き た 新 た な 問題 を

克 服 す る こ とは今 後 の 課 題 で あ る．復興過 程 に お け る 問

題 事 象は ，連 鎖的に 発 生 す る もの で あ り，特 に 住 ま い の

課 題 は そ の 特徴 を有す る．供 給 す る側 の 論 理 だ け で 終 了

し て しま うの で は な く，長期的な視野 に 立 っ て 問題 をイ

メージ し続 け る こ とが求 め られ る ．そ の 意 味か ら も，阪

神 ・淡路大震災事例を し っ か り と 分析 し，そ の 課 題 を伝

え る こ とは非 常 に重 要 で ある と感 じる．

8 ．ま とめ

　こ こ ま で の 分析 に よ り明 らか に な っ た 実態 は ，仮設 住

宅 か ら公 営住 宅 とい う公 的施 策に よ っ て 単線的な ル ート

を辿 っ た と され る 被災者 の 移動過程の 特徴で あ る が，結

果 と し て 「混 住性 」　 「拡散性」 とい う特徴を指摘す る こ

とが で き る．阪神 ・淡 路 大震 災後 の 神 戸 市 の 被災 者の 住

宅 移動 は 結局，ど の 区 につ い て も被災 地 外 の 住 宅 供 給 エ

リア で あ る垂 水 区 ・西 区 ・北 区 を介 在 させ なが ら．仮設

住 宅 ・復 興 公 営 住 宅 とい う2 っ の ス テ ッ プ を持 っ て ，支

援対 象者の 居 住地を シ ャ ッ フ ル し た こ と になる，　 「混住

性 」 とは地 域 を単位 と して 見た 揚合 ，さま ざまな 被 災場

所の 人 が混住 し て い る 実態 で あ り， 「拡散性」 と は 被災

した 場 所 を視 点 と し た際 の ，被 災 者 の 現 在 の 居 住 場 所 の

市域全 体への 点在状況で あ る．こ れ らの 特徴は，被災者

に新 た な環 境 下 へ の 適 応 を迫 る もの で あ る．こ こ で 指 摘

して お く こ とは，先 に述 べ た とお り今回 の 分析対 象 者は ，
自力再 建 が 困難 で 公 的支援 を必 要 と し て い る層 で あ り，
環 境 適 応 力 にや や 劣 る層 で あ る こ とで あ る．今 回 の 分 析

で は 明 確に 定義 で きなか っ た が，今後の 災害後 の 公 的住

宅 供給 に よる被 災者支援策 を考 え る上 で ，居住 空 間 が 変

化 した こ とに よ る 環境適 応 ス トレ ス だ け で な く，こ れ ら

支 援 策 が 起 因す る 移 動過 程 が もた らす環 境 適応 ス ト レ ス

を緩和 す る こ とを念 頭に置 きな が ら計 画 を実 施す る こ と

が 必 要 と なっ て くる．

　 ま た災 害 後 の 仮 住ま い の 供給 計 画 とい う点 か ら見 る と，
災 害後 に 必 要 と な る 仮 住 ま い 空 間 は，住 宅 被害 量 に よ っ

て あ る程 度 確 定 す るわ けで あ るが，こ の 空 閲量 を 確保 す

る た め に，供給 され る 圏 域を 外 へと広 げ て い く こ と に な

る．逆 に言 うと現在使 用 可能 な 空 問量 を計算 し て お くこ

とに よ り，災害時に どこ ま で 被災者 の 移動を強い る か が

あ る程 度予 測で き る とい うこ とで あ る．っ ま り，都 市設

計 をす る上 で，広域 避 難 場所 な ど避 難 対 策 と して の 空間

配 置 設 計だ け で な く，事 後の 応 急 対 応 策を 考 え る 中で，
仮 住ま い な どの 供 給 が 可 能 な空 間 を確 保 して お く こ と，
さ らに どの 程 度有 し て い るの か を地理 情報 （場所 ・距
離 ・広 さ）で 把 握 し て お く こ とは ，被 災 後 の 住 まい の 再

建 過 程 を描 く上で 重要 な事項 で あ る とい え る．

　今回 の 分析 は，阪神 ・淡路 大 震 災被 害 を受 けた 神 戸市

とい う都 市を題 材 に扱 っ て い るが，仮 住 ま い 空 間 の 供給

に 関 して 当然 都市 の 特 徴が影 響を及 ぼ し て い る 面 が あ る．
被災 前 の 神 戸 市の 特徴 は，  都市公 園面 積は政令指定都

市で 上 位で あ っ た が，実際に は 市街地 部分に は 公 園や空

地 となる空 間が ほ とん どなく，山側 の 自然公 園 ・大規模

公 園お よび 山間部
・臨海 部 の 開発 用地 が 存 在 し て い る形

状 で あ っ た ，  東 西 の 交通 網 が 非 常に 発 達 し て お り，鉄

道 も集中して い るが，南北 の 軸 は 六 甲 山系 と海 に阻 まれ

て お り典 型 的 な線 形 都 市で あ る，  海 側 の 7 区 （東 灘

区 ・
灘 区 ・

中央 区 ・兵庫 区 ・
長 田 区 ・

須磨 区 ・垂 水 区）

と 山 閭部 の 2 区 （北 区 ・西 区） は ，居 住 者特性 や 産 業構

造，都市 性 な どが 大 き く異 な っ て い る、とい っ た点 が挙

げ られ る．こ の た め，  同市内で あ っ て も 区を 移動 する

こ と，特 に海 側 か ら 山側への 移 動 は ，被 災 者 に 環 境 上 お

よ び 意識の 上 で 大 きなス ト レ ス を与え た こ と，  交通 利

便性 の 高 い 場所 は東 西 に広が っ て い るが，当然上地 利用

密度が 高く，ま た 自治体圏域 を超 えて し ま うこ とか ら，
上 地 を確 保 しに くか っ た こ と，とい っ た点 が 指 摘 で きる，
こ の 2 点は 日本 の 大都市で あれ ば，あ る 程度共通 の 課題

で あ り，前 述 の 事 前 対 策 だ けで な く，仮住 ま い の 供 給 方

策 と し て，自治体域 を超 え る 供給手 法 の 開発お よび，被

災 者の ス トレ ス 緩和 を念頭 に置い た 仮 住まい 移 転方策の

検討 を行 う必 要性 を感 じ る ．一方 で，中山間地や農村部

の 小 規模 集 落 災 害 にお い て は，今 回の 研 究成果 は それ ほ

ど適 用 で き な い ケ
ー

ス で あ る と考 え る．
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